委託事業契約書案（令和４年度版）

公益財団法人 国際緑化推進センター 理事長 太田 誠一（以下「発注者」という。）と ＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸＸ（以下「受注者」という。）は、令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化）について、次のとおり委託契約を締結する。

（実施する委託事業）
第１条　発注者は、次の委託事業の実施を受注者に委託し、受注者は、責任をもって業務を遂行するものとする。
（1） 委託事業名
令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）　
（2） 委託事業の内容及び経費
　　 別添の委託事業実施計画書のとおり
（3） 契約期間
　　 本契約締結の日から2023年３月23日まで

（委託事業の遂行）
第２条　受注者は、本事業を、別添の委託事業実施計画書に記載された計画に従って実施しなければならない。当該計画が変更されたときも同様とする。

（委託経費の限度額）
第３条　発注者は、委託事業に要する費用（以下「委託経費」という。）として、金ＸＸ，ＸＸＸ，ＸＸＸ円（うち消費税及び地方消費税の額ＸＸＸ，ＸＸＸ円を含む。）を超えない範囲内で受注者に支払うものとする。
２　受注者は、委託経費を委託事業実施計画書に記載された費目に従って使用しなければならない。当該計画が変更されたときも同様とする。

（再委託の制限）
第４条  受注者は、委託事業の全部を一括して、又は主たる部分を第三者に委任し、又は請け負わせてはならない。なお、主たる部分とは、業務における総合的企画、業務遂行管理、手法の決定及び技術的判断をいうものとする。ただし、委託業務の一部について、再委託することを委託事業実施計画書に定め、発注者が認めた場合はこの限りでない。また、受注者の再委託の額は、原則として契約金額の５０パーセント未満とする。
２ 受注者は、前項ただし書により委託業務の一部を再委託するときは、再委託した業務に伴う当該第三者（以下「再委託先」という。）の行為について、発注者に対し全ての責任を負うものとする。
３ 受注者は、委託事業実施計画書に変更が生じ、新たに再委託の必要が発生した場合には、委託事業実施計画書の変更届に、再委託承認申請書（別紙様式第１号）を添えて発注者に提出し承認を得なければならない。
４ 再委託する業務が委託業務を行う上で事務的業務であって、再委託する金額が１００万円以下である場合は、前項の規定は適用しない。

（実績報告）
第５条  受注者は、委託事業が終了したとき（委託事業を中止したときを含む。）は、遅滞なく委託事業の成果を記載した委託事業実績報告書（別紙様式第２号）を発注者に提出するものとする。

（調査）
第６条　発注者は、前条に規定する委託事業実績報告書の提出を受けたときは、遅滞なく当該委託事業が契約の内容に適合するものであるかどうか調査を行うものとする。

（委託経費の額の確定）
第７条　発注者は、前条に規定する調査の結果、当該委託事業が契約の内容に適合すると認めたときは、委託経費の額を確定し、受注者に対して通知するものとする。
２　前項の委託経費の確定額は、委託事業に要した経費額と第３条第１項に規定する委託経費の限度額のいずれか低い額とする。

（委託経費の支払）
第８条　受注者は、委託事業が終了し、その額が確定したときは、精算払請求書（別紙様式第３号）により発注者に請求するものとする。
２　発注者は、前項の請求書を受理したときは、30日以内にその支払いを行うものとする。
３　発注者は、受注者の請求により、必要があると認められる金額については、前項の規定にかかわらず委託経費の限度額の２分の１相当額を限度とし、概算払をすることができるものとする。
４　受注者は、前項の概算払を請求するときは、概算払請求書（別紙様式第４号）を発注者に提出するものとする。

（過払金の返還）
第９条  受注者は、既に支払を受けた委託経費が、第７条第１項の委託経費の確定額を超えるときは、その超える金額について、発注者の指示に従って返還するものとする。

（委託事業の中止等）
第１０条  受注者は、天災地変その他やむを得ない理由により、委託事業の遂行が困難となったときは、委託事業中止（廃止）承認申請書（別紙様式第５号）を発注者に提出し、発注者と受注者との間で協議の上、契約を解除し、又は契約の一部変更を行うものとする。
２  前項の規定によりこの契約を解除するときは、前三条の規定に準じ精算するものとする。

（計画変更の承認等）
第１１条  受注者は、前条に規定する場合を除き、別添の委託事業実施計画書に記載された委託事業の内容又は委託経費の内訳を変更しようとするときは、委託事業実施計画変更承認申請書（別紙様式第６号）を発注者に提出し、その承認を受けなければならない。
ただし、経費区分間における30％以内の流用（一般管理費への流用を除く。）については、この限りではない。

（契約の解除等）
第１２条  発注者は、受注者がこの契約に違反した場合は、契約を解除し、又は変更し、及び既に支払った金額の全部又は一部の返還を受注者に請求することができる。

（違約金）
第１３条  発注者は、前条の規定により契約を解除するときは、受注者に対し、違約金として契約金額の１００分の１０に相当する金額を請求することができる。


（財産の管理）
第１４条　受注者は、委託経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産等」という。）については、委託事業の完了後においても、善良な管理者の注意をもって管理し、委託事業の目的に従って、その効率的運用を図らなければならない。
２　取得財産等を処分することにより、収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を発注者に納付させることがある。
３　取得財産のうち、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具を、取得後５年以内において処分しようとするときは、あらかじめ発注者の承認を受けなければならない。

（談合等の不正行為に係る解除等）
第１５条　発注者は、この契約に関し、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の
全部又は一部を解除することができる。併せて、既に支払った金額の全部又は一部の返還を受注者に請求することができる。
（１）公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条若しくは第８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行ったとき、同法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行ったとき、又は同法第７条の２第１８項若しくは第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。
（２）受注者又は受注者の代理人（受注者又は受注者の代理人が法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。次条第１項第４号及び第２項第２号において同じ。）が刑法（明治　４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑の容疑により公訴を提起されたとき。
２　受注者は、この契約に関して、受注者又は受注者の代理人が前項各号に該当した場合には、速やかに、当該処分等に係る関係書類を発注者に提出しなければならない。

（談合等の不正行為に係る違約金）
第１６条 　受注者は、この契約に関して、次の各号のいずれかに該当するときは、発注者が前条により契約の全部又は一部を解除するか否かにかかわらず、契約金額の１００分の１０に相当する金額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。
（１）公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して独占禁止法第７条若しくは第８条の２（同法第８条第１号若しくは第２号に該当する行為の場合に限る。）の規定による排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき、又は同法第６６条第４項の規定による審決において、同法の規定に違反する行為があった旨が明らかにされたとき。
（２）公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１項（同法第８条の３において読み替えて準用する場合を含む。）の規定による課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき、又は同法第６６条第４項の規定による審決において、同法の規定に違反する行為があった旨が明らかにされたとき。
（３）公正取引委員会が、受注者又は受注者の代理人に対して独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の規定による課徴金の納付を命じない旨の通知を行ったとき。
（４）受注者又は受注者の代理人に係る刑法第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号の規定による刑が確定したとき。
２　受注者は、前項第４号に規定する場合に該当し、かつ次の各号のいずれかに該当するときは、前項の契約金額の１００分の１０に相当する金額のほか、契約金額の１００分の５に相当する金額を違約金として発注者が指定する期日までに支払わなければならない。
（１）前項第２号の規定により確定した納付命令について、独占禁止法第７条の２第６項の規定の適用があるとき。
（２）前項第４号に規定する刑に係る確定判決において、受注者又は受注者の代理人が違反行為の首謀者であることが明らかになったとき。
（３）受注者が発注者に対し、独占禁止法等に抵触する行為を行っていない旨の誓約書を提出しているとき。
３　受注者は、契約の履行を理由として、前２項の違約金を免れることができない。

４　第１項及び第２項の規定は、発注者に生じた実際の損害の額が違約金の額を超過する場合において、発注者がその超過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。

（知的財産権等）
第１７条  発注者は、委託事業によって受注者が得た委託事業の成果に係る知的財産権について、産業技術力強化法第17条第1項各号に定める以下の事項を遵守することを条件として、受注者から承継せず、受注者に保有させるものとする。
（１）委託事業の成果が得られた場合には遅滞なく発注者に報告すること
（２）発注者が求めた場合に、委託事業の成果に係る知的財産権を無償で発注者に実施許諾すること
（３）委託事業の成果に係る知的財産権を相当期間利用していない場合に、発注者の要請に基づいて第三者に委託事業の成果に係る知的財産権を実施許諾すること
（４）委託事業の成果に係る知的財産権の移転等をするときは、合併等による移転の場合を除き、あらかじめ発注者の承認を受けること

（著作権等の利用）
第１８条  受注者は、委託事業により納入された著作物に係る著作権について、発注者による当該著作物の利用に必要な範囲において、発注者が利用する権利及び発注者が第三者に利用を許諾する権利を、発注者に許諾したものとする。
２　受注者は、発注者及び発注者が許諾した第三者による利用について、著作者人格権を行使しないものとする。また、受注者は、当該著作物の著作者が受注者以外の者であるときは、当該著作者が著作者人格権を行使しないように必要な措置をとるものとする。
３　受注者は、委託事業の成果によって生じた著作物及びその二次的著作物の公表に際し、委託事業による成果である旨を明示するものとする。

（論文等による公表）
第１９条  受注者は、委託事業の成果として得られた知的財産権について、論文等による公表する場合には、発注者に報告しなければならない。

（委託事業の調査）
第２０条  発注者は、必要に応じ、受注者に対し、委託事業の実施状況、委託経費の使途その他必要事項について所要の調査報告を求め、又は実地に調査することができるものとし、受注者はこれに応じなければならないものとする。

（帳簿等）
第２１条  受注者は、委託事業の委託経費について、帳簿を作成・整備し、受注者の他の事業の経費と明確に区分して経理しなければならない。
２　受注者は、委託経費に関する帳簿への委託経費の収入支出の記録は、当該収入支出の都度、これを行うものとする。
３　受注者は、前項の帳簿及び委託事業実績報告書に記載する委託経費の支払実績を証するための証拠書類又は証拠物（以下「証拠書類等」という。）を、受注者の文書管理規程等の保存期限の規定にかかわらず、当該委託事業の終了の翌年度の４月１日から起算して５年間、整備・保管しなければならない。
４　受注者は、取得財産のうち、１件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円以上の機械及び器具について、取得後５年間は、別紙様式第７号の財産管理台帳その他関係書類を整備保管しなければならない。
５　受注者は、委託事業実績報告書の作成・提出に当たっては、帳簿及び証拠書類等と十分に照合した委託経費の支払実績額を記載しなければならない。
６　受注者は、前各項の規定のいずれかに違反し又はその他不適切な委託経費の経理を行ったと発注者が認めた場合には、当該違反等に係る委託経費の交付を受けることができず、又は既にその交付を受けている場合には、発注者の指示に従い当該額を返還しなければならない。

（個人情報に関する秘密保持等）
第２２条　受注者及び委託事業に従事する者（従事した者を含む。以下「委託事業従事者」という。）は、委託事業に関して知り得た個人情報（生存する個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）をいう。以下同じ。）を委託事業の遂行に使用する以外に使用し、又は提供してはならない。
２　受注者及び委託事業従事者は、保有した個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。
３　前２項については、この委託事業が終了した後においても同様とする。

　（個人情報の複製等の制限）
第２３条　受注者は、委託事業を行うために保有した個人情報について、き損等に備え重複して保存する場合又は個人情報を送信先と共有しなければ委託事業の目的を達成することができない場合以外には、複製、送信、送付又は持出しをしてはならない。

　（個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応）
第２４条　受注者は、保有した個人情報について、漏えい等安全確保の上で問題となる事案を把握した場合には、直ちに被害の拡大防止等のため必要な措置を講ずるとともに、発注者に事案が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人への対応等について直ちに報告しなければならない。

　（委託事業終了時における個人情報の消去及び媒体の返却）
第２５条　受注者は、委託事業が終了したときは、委託事業において保有した各種媒体に保管されている個人情報については、直ちに復元又は判読が不可能な方法により情報の消去又は廃棄を行うとともに、発注者より提供された個人情報については、返却しなければならない。

（秘密の保持等）
第２６条　発注者および受注者は、委託事業の実施において相手方より開示を受け又は知り得た相手方の情報のうち相手方より秘密である旨の書面による明示があった情報及び委託事業の実施中に発生した情報のうち相手方と秘密にすることを書面にて合意した情報（以下「秘密情報」という。）を相手方の事前の書面による同意がなければ、これを第三者に開示・漏洩してはならない。また、相手方の事前の書面による同意により第三者に開示する場合、当該開示を行う当事者は、自身が本契約に基づき負う秘密保持義務と同内容及び同程度の秘密保持義務を、当該第三者に対して負わせるものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する情報については、この限りでない。
（１）知得した際、既に受注者が保有していたことを証明できる情報
（２）知得した後、受注者の責めによらず公知となった情報
（３）秘密保持を負うことなく正当な権限を有する第三者から適法に取得したことを証明できる情報
（４）発注者から開示された情報によることなく独自に開発して得たことを証明できる情報
（５）事前協議により、発注者の同意を得た情報
２　受注者は、事前に発注者の同意を得ずに、委託事業に関する資料を転写し、または第三者に閲覧させ、もしくは貸し出してはならない。
３　前２項は、事前の書面による同意がない限り、契約終了後５年まで有効とする。

（協議）
第２７条  前各条のほか、この契約に関して疑義を生じた場合には、発注者と受注者との間で協議の上解決するものとする。








上記契約の証として、本契約書２通を作成し、双方記名押印の上各１通を保有するものとする。


      2022年   月ＸＸ日


（発注者）　　東京都文京区後楽１－７－１２　林友ビル5階

公益財団法人　国際緑化推進センター

理 事 長　　太 田　誠 一　



（受注者）　　







（別紙様式第１号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


再委託承認申請書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，業務の一部を再委託したいので，委託契約書第４条第３項の規定に基づき申請します。


記

１．再委託する業務内容


２．再委託を必要とする理由



３．再委託先（住所・名称及び代表者名）
　　　住所
　　　名称及び
　　　代表者名

４．再委託期間

５．再委託に関する契約書等の有無　　　有　　・　　無
　（有の場合写しを添付，無の場合はその理由と支払予定額を記載）


（別紙様式第２-１号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


委託事業実績報告書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，委託契約書第５条の規定に基づき，下記の書類を添えて，その実績を報告します。


記

１．事業実施結果の概要





２．事業の完了年月日



３．収支精算書（別紙）



（別紙様式第２-２号）

	収支精算書

	
	
	
	
	
	
	

	
	委託事業名：
	　「令和４年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」

	
	
	
	
	
	
	（単位：円）

	区
分
	経費区分
	費目
	精算額（円）
	契約額（円）
	差引増△減額
	備考

	収
入
の
部
	委託経費の額
	　
	　
	　
	　
	　

	
	その他
	　
	　
	　
	　
	　

	
	合計
	　
	0
	0
	0
	　

	支

出

の

部
	人件費
	　
	　
	　
	0
	　

	
	直接経費
	　
	0
	0
	0
	　

	
	　
	賃金
	　
	　
	　
	　

	
	　
	諸謝金
	　
	　
	　
	　

	
	　
	旅費
	　
	　
	　
	　

	
	　
	消耗品費
	　
	　
	　
	　

	
	　
	印刷製本費
	　
	　
	　
	　

	
	　
	翻訳料
	　
	　
	　
	　

	
	　
	通訳料
	　
	　
	　
	　

	
	　
	使用料・賃借料
	　
	　
	　
	　

	
	　
	資料購入費
	　
	　
	　
	　

	
	
	調査用資機材費
	
	
	
	

	
	　
	傭人費
	　
	　
	　
	　

	
	　
	役務費
	　
	　
	　
	　

	
	一般管理費※
	
	　
	　
	0
	　

	
	再委託費
	
	
	
	
	

	
	合計（税抜）
	
	
	
	
	

	
	消費税額（10％）
	
	
	
	
	

	
	総計（税込）
	　
	　
	0
	0
	　


※：必要に応じて一般管理費（（人件費＋直接経費）の15%以内）の請求もできます
（別紙様式第３号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


精算払請求書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，委託契約書第８条第１項の規定に基づき，委託経費の精算払を請求します。


記

１．請求額
　　　　　　　金　　　　　　　　　円也

２．内訳
	契約経費の確定額
 　　(a)
	
円

	概算払済額
 　　(b)
	
円

	今回請求額
 　　(c)
	
円

	差引金額
 (a) - (b) - (c)
	
円



３．振込先
　①銀行名・支店名：
　②口座種類・口座番号：
　③口座名義（フリガナ）：


（別紙様式第４号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


概算払請求書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，委託契約書第８条第４項の規定に基づき，委託経費の概算払を請求します。


記

１．請求額
　　　　　　　金　　　　　　　　　円也

２．内訳
	契約経費の限度額
	円

	概算払請求額
	円

	差引金額
	円



３．振込先
　①銀行名・支店名：
　②口座種類・口座番号：
　③口座名義（フリガナ）：


（別紙様式第５号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


委託事業中止（廃止）承認申請書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，下記により中止（廃止）したいので，委託契約書第１０条第１項の規定に基づき申請します。


記

１．中止（廃止）の理由



２．中止（廃止）後の措置


（別紙様式第６号）

令和　　年　　月　　日

公益財団法人　国際緑化推進センター
　理事長　　太田 誠一　　　殿

					　　　住　所：
					　　　名称及び
					　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　印


委託事業実施計画変更承認申請書


　令和　　年　　月　　日付けで委託契約を締結した「令和4年度　森林づくり活動の貢献度可視化手法検証業務（ＸＸＸＸの森林づくり活動の可視化業務）」について，下記のとおり変更したいので，委託契約書第１１条の規定に基づき申請します。


記

１．変更の理由



２．変更内容
　　①変更前

　　②変更後

３．変更が業務計画に及ぼす影響等






[image: ]
image1.emf
（別紙様式第７号）　

財産管理台帳

事業実施主体：

取得金額

(単位：円)

年 月 日 委託経費 その他 耐用年数

処分制限

年月日

承 認

年月日

処分の

内 容

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

注 １　処分制限期間は、取得の日から起算して５年とする。

番号 名 称 規格・機種 数量 単位

取 得

３　「処分の内容」の欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。

４　「備考」の欄には、譲渡先、交換先、貸し付け先及び抵当権等の設定権者の名称又は委託経費返還額を記入すること。

５　この様式により難い場合には、「処分制限期間」の欄及び「処分の状況」の欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。　

処分制限期間

経 費 の 配 分

（負担区分）

処 分 の 状 況

保 管 場 所 備 考

２　「処分制限年月日」の欄には、処分制限の終期を記入すること。


